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就労支援に見る反差別人権行政の進化

近畿大学人権問題研究所教授　奥　田　　　均

［１］差別の現実を人権の視点からとらえる

　1996 年 5 月の「地対協」意見具申が打ち出した「同和問題を人権問題とい

う本質から捉え、解決に向けて努力する必要がある」とのテーゼは、同和対策

事業という特別対策によって部落差別の解消を図ろうとする従来の基本方針に

対する大転換を促しました。しかしこうした発想の転換は、言葉で表現するほ

どには簡単に具体化するものではありません。意見具申の提案が、「同和行政

解消論」として曲解されたり、「一般施策を同和地区にも平等に展開すること」

という「何を今更」と苦笑いしたくなるような当たり前なことの再確認にすり

替えられたりしている現実も現に存在しています。

　「地対協」委員も、そうした誤解が出ることを承知していたのでしょう。「同

対審答申は、『部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなけれ

ばならない』と指摘しており、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、

同和問題の早期解決を目指す取り組みの放棄を意味するものではないことは言

うまでもない」と念を押しています。それも複数カ所において記述されていま

す。

　発想の転換を「反差別人権行政の創造」として具現させるための、新しい差

別のとらえ方の登場が求められたのです。「新しい酒は新しい革袋に盛れ」で

す。それが特別対策事業方式の同和行政を支えた「状態論」的認識から、部落

内外の生活課題の共通性に着目した「関係論」的認識への発展です。その解説

は拙著『差別のカラクリ』（解放出版社 2009 年）において展開していますので、

●論文
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詳しい重複は避けます。ここでは「関係論」という新しい差別のとらえ方をご

く簡単に３点に要約してお伝えしておきます。キーワードは「反映」と「集中」

です。

　「関係論」の要約①・・・住宅、仕事、生活、教育、福祉、産業など、部落

差別の実態として取り上げられてきた困難は、どれもこれも部落だけにしか発

生しない特有のものではありません。部落が抱えている諸問題は、部落の外で

も広く生じています。逆に、社会で起こっている困難や人権の課題は部落にも

当然発生しています。つまり、部落差別の実態として取り上げられている課題

そのものは、実は、社会に存在する矛盾や人権侵害の「反映」であるといえる

のです。

　「関係論」の要約②・・・それでは「部落差別の現実」とはどのように説明

されるべきなのでしょうか。その答えは、社会に存在するこうした矛盾や人権

侵害が、部落の場合には累積的な差別の結果や偏見によって、よりひどく、よ

り慢性的に招きよせられているという特徴です。つまり部落差別の現実とは、

社会が抱える矛盾や人権侵害の「集中的な表現」であるととらえるべきである

ということです。特別対策事業の根拠となった部落内外の「格差」を、社会が

かかえる矛盾や人権侵害の「集中度を表すモノサシ」として受止めることを提

起するものです。

　「関係論」の要約③・・・①と②から導かれる結論、それは、部落差別の現

実を見つめると、そこからは社会がかかえている矛盾や人権侵害の問題が見え

てくるということです。市民の間にまばらに発生しているこれら問題は、部落

の場合には集中的に導き寄せられているが故にくっきりと浮かび上がっている

のです。部落の人びとの困りごとや悩み、願いや要求を「それは部落の問題で

ある」とやり過ごすのではなく、こうした問題は、市民の日常生活の中にも

きっとあるはずだと、「差別の現実に市民の人権の課題を発見する」という視
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詳しい重複は避けます。ここでは「関係論」という新しい差別のとらえ方をご

く簡単に３点に要約してお伝えしておきます。キーワードは「反映」と「集中」
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生しない特有のものではありません。部落が抱えている諸問題は、部落の外で
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当然発生しています。つまり、部落差別の実態として取り上げられている課題
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　「関係論」の要約②・・・それでは「部落差別の現実」とはどのように説明

されるべきなのでしょうか。その答えは、社会に存在するこうした矛盾や人権

侵害が、部落の場合には累積的な差別の結果や偏見によって、よりひどく、よ

り慢性的に招きよせられているという特徴です。つまり部落差別の現実とは、
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起するものです。

　「関係論」の要約③・・・①と②から導かれる結論、それは、部落差別の現

実を見つめると、そこからは社会がかかえている矛盾や人権侵害の問題が見え

てくるということです。市民の間にまばらに発生しているこれら問題は、部落

の場合には集中的に導き寄せられているが故にくっきりと浮かび上がっている

のです。部落の人びとの困りごとや悩み、願いや要求を「それは部落の問題で

ある」とやり過ごすのではなく、こうした問題は、市民の日常生活の中にも

きっとあるはずだと、「差別の現実に市民の人権の課題を発見する」という視
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点が求められるのです。だとすれば、部落にだけ適用される特別対策では、そ

の根本的な解決にならないことがわかります。「反映」であるところの、社会

の矛盾や課題そのものを根っこから改革してこそ、部落の課題も根本的解決へ

とたどりつく道筋が見えてくるのです。差別の現実から人権確立社会建設への

課題が発信されているのです。

　「関係論」的認識は、「同和問題を人権問題という本質から捉え、解決に向け

て努力する」ことの必要性と方向性をこのように提起するものです。こうした

発想の転換により、反差別人権行政の本格的な創造が具体化し始めるのです。

［２］同和対策としての就労対策

（１）温故知新

　被差別の現実から発信された問題提起が日本の人権課題を射抜き、人権行政

の構築に大きく寄与した実例がこれまでになかったわけではありません。高知

県の「長浜地区小中学校教科書をタダにする会」の取り組みに端を発する義務

教育教科書無償制度の実現や、就職差別反対の運動によって勝ち取られた「統

一応募用紙の策定・履歴書の改善」などはよく知られているところです。

　しかし本稿では、過去のこうした成果を改めて取り上げるのではなく、「地

対協」意見具申が出されて以降に実現された最近の実例を取り上げて、反差別

人権行政論の実像を紹介したいと思います。それが大阪における「地域就労支

援事業」の創造です。

　「同和問題解決の中心的課題」と指摘されてきた就労の問題が、どのような

特別対策事業によって対応されてきたのか。そしてそれが「地対財特法」の期

限切れを契機に、どのような発想から「地域就労支援事業」という反差別人権

行政の施策へと発展を遂げたのか。反差別人権行政のダイナミズムを部落の労

働実態にルーツをもつ同和対策事業の沿革から確かめてみたいと思います。
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（２）失業者にもなれない失業者

　同和対策事業特別措置法が制定されて 4 年後の 1973 年に、（財）大阪府同和

事業促進協議会によって大阪府内にある 43 の部落における労働実態調査が実

施されました。１）このデータから同和対策事業が本格的に開始された当時の大

阪における部落の就労状況を垣間見ることができます。

　表１は失業率です。第一次オイルショック直前の当時、全国の完全失業率は

0 . 9 ％、大阪府におけるそれは 1 . 0 ％でした。これに対して部落の失業率は

その 14 倍～ 25 倍にのぼるものでした。しかし調査が明らかにした問題は失業

率の高さだけではありません。「失業」を巡る定義が問われたのです。

　国勢調査における完全失業者とは、「調査期間中、収入になる仕事を少しも

せず、また仕事をもっていなかった人のうち、仕事につくことが可能であって、

かつ公共職業安定所に申込むなどして、積極的に仕事を探している人」という

ものでした。１）しかも 60 歳以上の場合は自動的に「非労働力」とされていま

した。１）つまり、「無職無収入」「職安での求職活動」「60 歳未満」が「失業者

として認められる要件」として問われたのです。この基準にあわせて算出した

部落の完全失業率が「部落Ⅱ」の 14 . 7 ％です。それでも 14 倍以上の高さで

した。

　しかし実際には、厳しい生活実態の中で 60 歳以上の人でも生活を支えるた

めに仕事を探さなければなりませんでした。老いも若き（子ども）も家族総出

で、たとえ不安定な仕事でも働かなければ生活が立ちゆかない「挙家労働」の

実態です。貧しさは、「無職無収入」でいることを許さなかったのです。さら

に、失業保険未加入の状態で働かされてきた不安定な就労実態では、失業して

もわざわざ時間とお金を費やして職安に行こうとはなりません。なぜなら、「失

業手当を受け取る」という職安通いの最大のメリットがなかったからです。し

かも不就学率が 7 . 5 ％（大阪府 0 . 5 ％）の中で、非識字という文字の読み書

きに苦労のある人々も多く、職安での書類の記入や求人票の理解は困難を感じ
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させるものでした。それが部落の失業者の姿でした。差別の実態が、部落の求

職者を「職安での求職活動」から実質的に排除し、「失業者になる市民的権利」

さえ奪っていたのです。部落には、国認定の「失業者にもなれない失業者」が

あふれていました。

　こうした「本当の失業者」ではじき出した完全失業率が「部落Ⅰ」の

25 . 9 ％です。同じ調査における「現在の仕事への就職経路」（図１）において、

「職安経由の就職」の割合が 2 . 7 ％という実に低い割合にも、そんな当時の部

落の就労実態が反映されています。

表 1　部落の失業率

図 1　部落の現在の仕事への就職経路
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（３）同和対策としての就労支援策

　失業者認定の問題は単なる統計上の取扱いの問題ではありません。国の失業

対策は、こうした国認定の失業者を対象に組み立てられます。そして当事者へ

の直接的な施策は職業安定所を通じて実施されるのです。そうしたことの結

果、国の失業対策は「部落を素通り」してしまっていたのです。部落解放運動

は、「靴に足を合わせるのではなく、足にあわせた靴を作れ！」とのスローガ

ンを掲げて、制度に部落の実態を合わせるのではなく、部落の実態に即した制

度を創ることを求めました。こうして築き上げられてきたのが、同和対策とし

ての就労支援策です。国の事業を含めて大阪では、例えば次のようなことが実

施されていきました。

　１．同和地区に設置された隣保館における「ワンストップ」の「総合生活相

談」の実施。市の部局をたらい回しにするのではなく、相談者の課題に

あわせて行政の関係部局が連携する仕組みの創造。

　２．新規学卒者に対する「夜間特別職業相談」の実施。

　３．新規学卒者に対する就職後５年間の「職場適応指導」の実施。

　４．既卒者に対しては、求職者が職安に行くのではなく、職安が部落に出向

いて職業相談や職業紹介を行う「巡回職業相談」の実施。

　５．こうした職業相談の任に当たる「就職促進指導官」および「職業相談員」

の配置。

　６．就職に必要な衣服等の準備に当てる「就職支度金」や、安定就労へ転職

するための「職業転換準備資金」の給付。

　７．「中高年令者等の雇用促進に関する特別措置法」を同和地区住民には年

齢制限をはずして適応。それによる就職指導手当や職業訓練手当の支

給。

　８．長期で固定的な科目の公共職業訓練校の限界を克服するために、①調理

や理美容など委託訓練事業の実施、②資格取得による安定就労をめざす
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職業安定促進講習事業の創設、③地域職業訓練センター（現在の「Ａ’

ワーク創造館」）の開設。

　９．生活保護受給者を対象とした基礎教育の保障や「生活自立」に取り組む

「自立促進講習事業」の開始。

　10．企業が求める人材の育成に部落の求職者が取り組み、部落の求職者に

あった雇用の場の創出に企業が努力することをめざし、両者をマッチン

グさせる機関としての（社）同和地区人材雇用開発センター（現在の

「C-STEP」）の設立、など。

　いずれも極めて先進的な取り組みでした。その視点や実践は、今日もなお輝

きを失ってはいません。そしてこれらの実践は大きな成果を残しました。しか

し時代と社会の到達段階は、この先進的な取り組みを部落だけにしか通用しな

い特別対策として取扱い、「同和行政」というカテゴリーの中に閉じこめてし

まいました。

［３］地域就労支援事業の誕生

（１）誕生の背景

　2002 年 3 月に、同和行政のバックボーンとなってきた「地対財特法」が期

限切れを迎えました。放っておけば、同和地区限定の就労支援策は幕を閉じる

だけの状況が生じました。そこに、「地対協」が「同和問題を人権問題という

本質から捉えよ」と提起し、「差別の現実に市民の人権の課題を発見しよう」

という「関係論」という新たな差別のとらえ方が登場したのです。

　結果どうなったのか。それは「失業者にもなれない失業者」は何も部落だけ

に存在しているのではない。同じような困難を抱えた市民が、広く社会のあち

こちに存在しているという事実の発見でした。例えば、未だ一度も企業に就職

したことのない障害者は「失業という体験」さえありません。「専業主婦」の

ままで母子家庭となった母親やニートと呼ばれる学卒無業者なども同じです。
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そもそも「失業することさえできない」なかで必死で仕事を探している人々が

世の中にはたくさん存在していることへの気づきです。そしてこうした就職困

難者にあっても、国の雇用対策は素通りして来たのでした。まさに部落におけ

る就労問題は、こうした社会が抱える就労問題の「反映」であり「集中」であっ

たのです。問われたのは、「同和対策事業を続けるのかどうか」ではなく、人

権行政としてその成果と発想をいかに広げるのかということでした。こうして

誕生したのが大阪の地域就労支援事業です。

　時あたかも、2000 年 12 月には、「社会的な援護を要する人々に対する社会

福祉の在り方に関する検討委員会報告書」が出され、さまざまな困難を抱えた

人々への排除や孤立を乗り越える社会的包摂という発想が、ソーシャルインク

ルージョンという名の下に打ち出され注目を浴び始めていました。

　それに先立つ 2000 年 4 月には地方分権推進一括法が施行され、地方自治法

が改正されました。これにより、職業安定行政は国の直接執行事務になる一方、

雇用対策法第５条に地方公共団体における「雇用における必要な施策の展開」

が盛り込まれました。地方公共団体も住民の雇用問題に取り組むことが求めら

れたのです。

　まさに、①同和行政の転換点と「失業者にもなれない失業者」の発見、②ソー

シャルインクルージョンという視点に立った政策展開の提起、③地方公共団体

における雇用対策の模索、こうした社会の変化が軌を一にする中で、同和行政

の発想と成果を社会全体に押し広げる、地域就労支援事業という反差別人権行

政の施策が創造されたのです。

　事業の構想は、「地対協」意見具申が出された 4 年後の 2000 年 3 月に、「自

立・就労支援方策検討委員会（大谷強委員長）」の提言として打ち出されまし

た。これに基づき 2000 年度・2001 年度の 2 ヶ年にわたって茨木市と和泉市に

おいてモデル事業が実施されました。そして「地対財特法」の期限切れとバト

ンタッチする形で、2002 年度から同和地区の有無に関わりなく大阪府全域に
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そもそも「失業することさえできない」なかで必死で仕事を探している人々が

世の中にはたくさん存在していることへの気づきです。そしてこうした就職困

難者にあっても、国の雇用対策は素通りして来たのでした。まさに部落におけ

る就労問題は、こうした社会が抱える就労問題の「反映」であり「集中」であっ

たのです。問われたのは、「同和対策事業を続けるのかどうか」ではなく、人

権行政としてその成果と発想をいかに広げるのかということでした。こうして

誕生したのが大阪の地域就労支援事業です。

　時あたかも、2000 年 12 月には、「社会的な援護を要する人々に対する社会

福祉の在り方に関する検討委員会報告書」が出され、さまざまな困難を抱えた

人々への排除や孤立を乗り越える社会的包摂という発想が、ソーシャルインク

ルージョンという名の下に打ち出され注目を浴び始めていました。

　それに先立つ 2000 年 4 月には地方分権推進一括法が施行され、地方自治法

が改正されました。これにより、職業安定行政は国の直接執行事務になる一方、

雇用対策法第５条に地方公共団体における「雇用における必要な施策の展開」

が盛り込まれました。地方公共団体も住民の雇用問題に取り組むことが求めら

れたのです。

　まさに、①同和行政の転換点と「失業者にもなれない失業者」の発見、②ソー

シャルインクルージョンという視点に立った政策展開の提起、③地方公共団体

における雇用対策の模索、こうした社会の変化が軌を一にする中で、同和行政

の発想と成果を社会全体に押し広げる、地域就労支援事業という反差別人権行

政の施策が創造されたのです。

　事業の構想は、「地対協」意見具申が出された 4 年後の 2000 年 3 月に、「自

立・就労支援方策検討委員会（大谷強委員長）」の提言として打ち出されまし

た。これに基づき 2000 年度・2001 年度の 2 ヶ年にわたって茨木市と和泉市に

おいてモデル事業が実施されました。そして「地対財特法」の期限切れとバト

ンタッチする形で、2002 年度から同和地区の有無に関わりなく大阪府全域に
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おいて地域就労支援事業が開始されはじめました。　

（２）地域就労支援事業の内容

　こうして誕生した地域就労支援事業とはどんな事業でしょうか。それは、（a）

働く意欲や希望がありながら、雇用や就労を妨げるさまざまな就労阻害要因を

抱える就職困難者などを対象として、（b）市町村行政が雇用・就労や福祉の

施策などの総合力を発揮するとともに、（c）ハローワークをはじめとする関係

機関等の協力・連携により、（d）対象者が自立・就労することを支援し、（e）

意欲と能力に応じて生き生きと働くことのできる社会の実現を目的とした事業

です。

　この事業の特徴は、①同和地区のある市町村だけではなく全市町村において

実施されること、②市町村が事業主体となって実施される雇用・就労に関する

事業であること、③対象者が就職困難者等と限定されていること、③市町村の

庁内関係部局はもとより、大阪府や国の機関、民間セクターも含めた総合的で

横断的な取り組みとなっていること、④そしてこれら取り組みの根底には、「働

く」ということは、自己実現や社会参加などとも深く結びついた「人権の課題」

であるという認識が存在していること、などに認めることができます。なおこ

の事業が対象としている就職困難者等とは、障害者、母子家庭の母親、中高年

齢者、同和地区住民、その他就労困難者および学卒無業者となっています。

（３）実際の取り組みの流れ

　次に、この事業の実際の取り組みを八尾市の場合を参考に紹介しておきま

す。

　１．事業のキーパーソンとなるのが地域就労支援コーディネーターです。

コーディネーターは「コーディネーター養成講座」を受講し修了しなけ

ればなりません。講座においては、さまざまな人権課題の理解や福祉・
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就労などの行政施策の学習、相談技法などを学びます。

　２．相談・・・取り組みは、就職困難者等が直接又は他の窓口や機関などを

経由して、地域就労支援センターへ相談をもちかけるところから始まり

ます。地域就労支援センターには地域就労支援コーディネーターが常駐

しており、「相談カード」を活用して、相談者が ｢困っていること（就

労阻害要因）｣を把握します。

　３．サポートプランの作成・・・相談者の状況や願いをもとに、コーディネー

ターは、支援目標、目標実現への道筋、就労阻害要因克服の方法などか

らなるサポートプランを作成します。その際、庁内関係部局や専門機関

などの援助や協力が必要な場合には、「就労支援ケース会議」が開催さ

れます。広域的な支援が必要な場合には、大阪府の ｢ケース連絡協議会

｣へ検討を申請します。

　４．サポートプランの実行・・・サポートプランが作成されると相談者はそ

のプランを実行し、コーディネーターがそれを支援します。市は必要な

技能習得事業などの取り組みを展開します。例えば「パソコン講座」や

「フォークリフト講習会」、「履歴書の書き方・面接の受け方講習」や「就

職フェアの開催」などです。平行してコーディネーターは就労の場を確

保するため、ハローワークや事業所などへの働きかけを行ったり、相談

者の就業体験の場として関係各方面に協力を求めるなどの取り組みを行

います。

　５．雇用・就労の実現とフォロー・・・地域就労支援事業は、相談者に直接

職業紹介事業を実施するものではありません。コーディネーターは相談

者をハローワークなどに誘導して就労の実現をめざします。またその後

の状況を把握して相談者をフォローします。

　６．地域就労支援基本計画推進委員会・・・事業を円滑に推進するための機

関として、市役所内関係部局やハローワークなどの関係団体などからな
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る地域就労支援基本計画推進委員会が設けられています。ここでは「地

域就労支援基本計画」にのっとり、実際の取り組み状況を総括するとと

もに、計画推進に関する協議が行われます。

　

［４］地域就労支援事業の成果

（１）広がりと実績

　2002 年度に 18 の市町でスタートした地域就労支援事業は、2004 年度には府

内 44 市町村のすべてにおいて実施されるに至り大きな成果を積み上げてきま

した。途中、大阪府からの事業費補助金は、他の相談事業とあわせて一括交付

金化されました。また「コーディネーター養成講座」の実施方法なども一部変

更されていますが、その骨格に変化はありません。

　その実績を 2010 年度のデータで見ると次のようになります。地域就労支援

センターの開設は 43 市町村で 59 箇所、コーディネーターは 115 人。センター

の利用は、新規相談件数が 5，319 件、再相談件数は 14，543 件、これ以外にも

パソコンの求人検索などの利用も多くを数えています。相談者の実人数は 6，

487 人で、このうち中高年齢者等が 3，865 人、若年者が 1，101 人、母子家庭の

母親が 496 人、障害者が 592 人、その他が 524 人となっています。こうした相

談者のうち就労が実現できた者は 1，419 人でした。２）

　明らかなとおり、就職実現率は相談実人数の 21 . 9 ％にとどまっています。

またそこには非正規雇用のケースも含まれています。しかし事業の対象者が就

職困難者とされ、これまで職業安定行政が取りこぼしてきた人々であることを

考えるとき、相談件数や相談者数それ自体の持つ意味は大きいといえます。た

とえ就労が実現に至らなくても、ここから新しい第一歩が始まった相談者は多

数にのぼっています。
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（２）地方公共団体における就労対策の定着

　成果の２つ目は、大阪の全市町村において就労対策が開始されたことです。

雇用対策法が改正されても、「労働行政は国の行政課題である」との認識がま

だまだ多くの市町村を支配しています。「雇用対策は国か地方か」というこの

議論に、地域就労支援事業は「それはどちらもである。ただし同じことをする

必要はない」と答えたのです。

　そして、職業安定行政がカバーしきれない「失業者にもなれない失業者」の

雇用対策に乗り出したのです。きめの粗い縦割りの国の雇用対策の弱点を補

い、福祉や教育、住宅行政など総合行政機能を持つ市町村ならではの強みを発

揮した取り組みでした。

（３）財政再建への漢方薬

　地域就労支援事業が、反差別人権行政の典型事例であることは既に明らかで

す。「失業者にもなれない失業者」の発見、ワンストップ機能、当事者の実態

に合わせたオーダーメイドの支援方策の作成など、地域就労支援事業の特徴を

支えているのは同和行政によって開拓されてきた人権の視点です。地域をベー

スに地域の資源を最大限活用して推進しようとする「地域就労」というネーミ

ングは、ソーシャルインクルージョンという発想と重なる先進性を有するもの

でした。

　しかしこの取り組みは、思わぬ側面も併せ持つものであったのです。それが

財政効果です。なおこの点については、拙稿「地域就労支援事業と自治体財政

の改善」『人権問題研究所紀要第22号』（2008年3月　近畿大学人権問題研究所）

をご参照下さい。

（４）パーソナル・サポート・モデルプロジェクト事業の登場

　2011 年 4 月から、国においてパーソナル・サポート・モデルプロジェクト
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事業（以下 PS 事業とする）がはじまりました。終身雇用という日本型雇用制

度の崩壊、家族と企業が支えてきた日本型福祉システムの破綻、こうした中で

の非正規雇用労働者の氾濫、野宿生活者問題、ニート問題、貧困問題、多重債

務問題、急増する生活保護世帯、それらを象徴するかのごとき年間 3 万人を上

回り続けている自死問題など、成長と安定を信じてやまなかった日本社会の風

景は急速に塗り替えられてきました。こうした中から提案されたのが、PS 事

業でした。そしてこの事業には次のような目的が記されています。

　「日常生活自立・社会生活自立・経済的自立を希望しながら、その実現を阻

害する様々な問題を抱える者に対して、当事者の支援ニーズに合わせて、制

度横断的かつ継続的に支援策の調整、調達、開拓等のコーディネートを行う

『パーソナル・サポート・サービス』の制度化に向けた課題を検討するため、

就労を希望する者を対象に、求職者総合支援センターの枠組みを活用して、

『パーソナル・サポート・サービス』のモデル・プロジェクトを実施する」。

　なんと、地域就労支援事業とよく似た内容なのでしょうか。そしてそれは、

同和行政のあの就労対策の発想を想起させるものなのです。同和行政にルーツ

を持つ地域就労支援事業という反差別人権行政の取り組みは、近未来社会の課

題を先取りした先進的政策でもあったのです。同和対策にルーツを持つ地域就

労支援事業の創設やその進化系ともいえる PS 事業の登場に、反差別人権行政

のダイナミズムを感じずにはおれません。

［５］就労支援における自治体間協働

（１）雇用施策における府・市町村の役割分担と連携

　地域就労支援事業、そしてその発展系としての PS 事業の評価にあたっては、

その発想や内容だけではなく「就労支援における自治体間協働」という点にお

いても注目しておかなければなりません。

　雇用という行政分野において、自治体間の協働が議論の遡上に本格的に登場
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する契機は、先にも取り上げた「地方分権一括推進法」に端を発する雇用対策

法の改正でした。2000 年 4 月から施行された同法の第５条には、「地方公共団

体は、国の施策と相まつて、当該地域の実情に応じ、雇用に関する必要な施策

を講ずるように努めなければならない」との規定が設けられたのです。

　自治事務としての雇用対策の登場は、国と地方公共団体との役割分担を整理

するとともに、広域自治体としての府と基礎自治体としての市町村との間にお

ける役割の分担や連携のあり方を求めました。しかしこうした状況変化があり

ながらも、実際のところは市町村における雇用施策への関心は低く、雇用対策

法の改正に対する注目度（自覚）も高くなかったのが実情です。

　そうした現状を打開し、市町村行政に雇用対策を位置づけさせ、府と市町村

における役割分担や連携を実践によって創り上げていったのが、2002 年度か

ら実施された地域就労支援事業であったのです。

（２）地域就労支援事業における自治体間協働

　地域就労支援事業が市町村に着実に広がり定着していった背景には、①府の

市町村支援、②府と市町村の事業の合同、③市町村間の事業の合同という３つ

の類型から捉えることのできる自治体間協働が機能してきました。

　①府の市町村支援という形の協働

府の市町村に対する支援は、a．立ち上げ支援、b．人材養成支援、c．定

着支援からなっています。

ａ．立ち上げ支援とは、これまで雇用政策や就労支援に関する事業経験のな

い市町村に対して、「市町村版雇用・就労支援計画」を策定するにあたっ

ての政策立案に関わる支援と財政面での支援です。財政支援はそれぞれ

補助対象限度額が設定されていますが、「総合運営事業」「コーディネー

ター活動推進事業」「職業能力開発事業」「雇用・就労創出事業」からな

り、市町村における取り組みの財政基盤を補強するものでした。
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市町村支援、②府と市町村の事業の合同、③市町村間の事業の合同という３つ

の類型から捉えることのできる自治体間協働が機能してきました。

　①府の市町村支援という形の協働

府の市町村に対する支援は、a．立ち上げ支援、b．人材養成支援、c．定

着支援からなっています。

ａ．立ち上げ支援とは、これまで雇用政策や就労支援に関する事業経験のな

い市町村に対して、「市町村版雇用・就労支援計画」を策定するにあたっ

ての政策立案に関わる支援と財政面での支援です。財政支援はそれぞれ

補助対象限度額が設定されていますが、「総合運営事業」「コーディネー

ター活動推進事業」「職業能力開発事業」「雇用・就労創出事業」からな

り、市町村における取り組みの財政基盤を補強するものでした。
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ｂ．人材養成支援は、フィールドワークを含む 32 コマ（2005 年度の場合）

からなる地域就労支援コーディネーター養成講座を開催し、修了要件を

満たした者に対しては「知事の修了証」を発行する取り組みです。これ

により、事業の要となる市町村の地域就労コーディネーターの資質確保

に助力しました。

ｃ．定着支援は、市町村の地域就労支援センターを日常的にバックアップす

る取り組みで、国や関係機関の雇用政策に関する情報提供や「現職コー

ディネーターのスキルアップ研修会」の開催などが行われてきました。

　②府と市町村との合同事業という形の協働

府と市町村は専門家や企業、労働局なども交えて、大阪における地域就労

支援事業の毎年の総括や次年度の全体方針を議論するため、地域就労支

援推進協議会（2008 年度からは大阪府・市町村就労支援事業推進協議会）

を設置し運営してきました。

一方具体的な現場での実践に関しても、市町村現場での努力だけでは困難

な事例を府の「就労支援ケース連絡協議会」にあげてより広域的に対応し、

（社）おおさか人材雇用開発人権センター（C-STEP）への人材登録によっ

て雇用の場の確保を進めるなど、相談者への取り組みの協働がシステム化

されました。また、各種就職マッチング事業なども共同開催されています。

　③市町村間による合同事業という協働

地域就労支援推進協議会では、事業発足後５年が経過した状況を踏まえ、

立ち上げ支援的要素の強かった財政支援のあり方を改正し、新たに「広域

推進事業」を設けました。同事業は市町村間の経験交流事業を促すととも

に、ある市が実施する講習・講座や職場体験事業に他市の相談者の参加も

可能として拡大実施される場合における、当該事業実施市町村への財政支

援です。これによって取り組みの弱い市町村や、単独で多様な事業を展開

することが難しい市町村の状況を、市町村間による事業の合同化で改善が
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はかられるよう奨励・誘導しました。

［６］「捕鯨船団方式」による大阪 PS事業の展開

（１）大阪府と市の共同提案

　大阪における PS 事業の特徴である「自治体間協働という事業展開の枠組み」

は、すでに見たとおりこれまでの地域就労支援事業で培われたものを下地に、

さらにそれを発展させたものであるといえるでしょう。その象徴が、PS モデ

ル事業に応募するにあたって国に提出した「共同提案書」という申請スタイル

です。これは全国に例のない大阪的特徴でした。

　大阪府と申請５市の連名による第３次分のそれをみると、大阪における PS

事業のコンセプトや方向性が合同の共通理念として提示され、サポート推進体

制や社会的資源のネットワーク形成などにおける府と５市の相互連携の枠組み

が提示されています。生活現場を直接担う基礎自治体と広域的・専門的な立場

を有する広域自治体である大阪府が、それぞれの社会資源を連携させて相乗効

果を発揮しようとする姿勢が、共同提案という形式に表現されました。それは

さながら、大阪府を母船としそれぞれの市町村が特徴を活かしながら相互補完

し、一体となって前進する捕鯨船団を想起させる様相です。

（２）府と市との協働・連携

　共同提案に基づく府と市の「自治体間協働」の主なものを紹介しておきます。

　①府は「大阪府パーソナル・サポート事業推進センター」を設置し、府市連

携や市への支援事業を展開しました。具体的には、大阪府・実施市・ソー

シャルビジネスセンターからなる合同会議を開催し、現状をはじめとする

各種の情報交換を行い、府市における取り組み課題を随時協議しながら協

働の円滑な推進を図りました。

　②同推進センターは、各市のパーソナルサポーターを養成する講座（8 日間
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25 コマ）を開催するとともに、フォローアップ研修の場を提供し人材養

成の課題に取り組みました。また、市から誘導された要支援者に対する支

援訓練などを実施しました。

　③大阪府は PS ソーシャルビジネスセンターを立ち上げ、懸案である中間就

労や訓練、出口開拓などの取り組みの端緒を開こうとしました。同セン

ターの実行委員会を構成する「LLP 大阪職業教育協働機構」および「ネ

クストステージ大阪 LLP」は、市の PS センターからリファーのあった相

談者を中心に、職場体験事業などを実施しました。2011 年度での実績は、

38 体験拠点で実利用人数は 215 人に及んでいます。またソーシャルビジ

ネスの担い手づくり講座なども実施されました。

　④大阪府は「パーソナル・サポート事業調査研究部会」を設置し、部会研究

員とともに府や市の PS 関係者も参加し、国の動向や各市 PS センターの

状況や課題などを共有し議論しました。

（３）全国初の基礎自治体間における共同事業方式の実施

　事業展開における「自治体間の協働」において、地域就労支援事業でも経験

がなく、PS 事業にあっても全国でも初めての取り組みとなったのが、第 3 次

分募集分（2012年度）から開始された八尾市と柏原市による共同事業方式です。

　八尾市は事業所数が府下 2 位（１位東大阪市）、工業出荷高でも 2 位（１位

堺市）という中小企業の町であり、一方柏原市は果樹園をはじめ一次産業が比

較的多く残されている自然豊かな行政区です。こうしたお互いにない魅力的な

側面を持つ両市は隣接し、同一の福祉圏域に属しています。また、地域就労支

援事業においては府下有数のすぐれた実績を積み重ねてきた地域であり、以前

から現場での相互交流は深められていました。

　こうした両市が、地域就労支援事業では一歩踏み込めなかった居場所づく

りや出口開拓、中間就労にまでウイングを広げた PS 事業に強い関心を持つに
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至ったのは必然であったといえます。ただし単独での PS 事業参加には高い

ハードルがあったことも事実であり、それを何とか乗り越えようとして出され

た知恵が共同事業方式という新しい「自治体間協働」のスタイルでした。

　具体的には、両市に PS 事業の推進協議機関が設けられ、それぞれに PS セ

ンターが設置され、伴走型の相談支援事業が展開されることは他市と同じで

す。異なるのは、①両市の場合にはそれら全体を統括する「八尾・柏原 PS 事

業推進協議会」が両市の雇用・労働部門の関係者によって設けられ取り組みを

統括していること、②就職フェアや企業開拓、研修会などが合同の取り組みと

して展開されていること、③八尾市にある中間就労（訓練）事業の現場を共同

活用していること、④それぞれのノウハウ（例えば柏原の若年引きこもりに対

する取り組みや、八尾の外国人市民に対する取り組みなど）を相互交流し活か

していること、などが日常的に展開されていることです。もちろん国の補助は

単位自治体になされ、それぞれ独自な予算執行がなされていますが、事業受託

団体が同一の NPO 法人となったことにより、より一体的、効果的な運用が図

られました。

　基礎自治体はその規模にもよりますが、産業や雇用政策の経験、人材の確保

や雇用就労の場といったさまざま社会的資源が当該自治体だけで十分に調達で

きるところは少ないのが実態です。またそれぞれが同じことを独自に展開する

ことの非効率性については、既に地域就労支援事業においても「広域推進事業」

の奨励として取り上げられてきたところでした。

　八尾市と柏原市による共同事業方式は、取り組みや社会的資源の地域間格差

を克服し、むしろ異なる個性を活かした事業の有効な展開や、小規模な自治体

における就労支援方策の推進に道を開く先例として注目されなければなりませ

ん。
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至ったのは必然であったといえます。ただし単独での PS 事業参加には高い

ハードルがあったことも事実であり、それを何とか乗り越えようとして出され

た知恵が共同事業方式という新しい「自治体間協働」のスタイルでした。

　具体的には、両市に PS 事業の推進協議機関が設けられ、それぞれに PS セ

ンターが設置され、伴走型の相談支援事業が展開されることは他市と同じで

す。異なるのは、①両市の場合にはそれら全体を統括する「八尾・柏原 PS 事

業推進協議会」が両市の雇用・労働部門の関係者によって設けられ取り組みを

統括していること、②就職フェアや企業開拓、研修会などが合同の取り組みと

して展開されていること、③八尾市にある中間就労（訓練）事業の現場を共同

活用していること、④それぞれのノウハウ（例えば柏原の若年引きこもりに対

する取り組みや、八尾の外国人市民に対する取り組みなど）を相互交流し活か

していること、などが日常的に展開されていることです。もちろん国の補助は

単位自治体になされ、それぞれ独自な予算執行がなされていますが、事業受託

団体が同一の NPO 法人となったことにより、より一体的、効果的な運用が図

られました。

　基礎自治体はその規模にもよりますが、産業や雇用政策の経験、人材の確保

や雇用就労の場といったさまざま社会的資源が当該自治体だけで十分に調達で

きるところは少ないのが実態です。またそれぞれが同じことを独自に展開する

ことの非効率性については、既に地域就労支援事業においても「広域推進事業」

の奨励として取り上げられてきたところでした。

　八尾市と柏原市による共同事業方式は、取り組みや社会的資源の地域間格差

を克服し、むしろ異なる個性を活かした事業の有効な展開や、小規模な自治体

における就労支援方策の推進に道を開く先例として注目されなければなりませ

ん。
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（４）PS事業の成果・教訓の全市町村における共有化

　PS 事業はモデル事業であるがゆえに実施自治体が限定されました。大阪で

は大阪市と大阪府及び箕面市、吹田市、豊中市、八尾市、柏原市の 5 市で実施

されたのみです。しかしモデル事業である以上、その成果や課題は事業の対象

とならなかった自治体においても広く共有されなければなりません。

　大阪ではそれを「大阪府・市町村就労支援事業推進協議会」の議事事項に位

置づけることによって、全市町村の共有化を図る努力をしました。この会議は

先にも述べたとおり、2002 年度から実施された地域就労支援事業に関する全

市町村参加の協議会です。大阪においては、PS 事業は地域就労支援事業の発

展系として受け止められていたことから、PS 事業の報告や情報の提供はむし

ろ自然なこととして受け止められました。こうして大阪で実施されたモデル事

業の概要や主な関係資料は全市町村にも共有されていったのです。

［７］おわりに

　PS 事業は予定どおり 2012 年度で終了しました。大阪においてそれは大きな

実績と課題発見に貢献しました。PS 事業の展開による数々の実践は、新たな

協働の経験と一層の柔らかい発想を大阪の関係者に提供し、就労支援方策にお

ける今後の発展の課題と可能性を示唆することとなりました。その成果を今後

いかに拡大発展させていくのかが問われています。

　地域就労支援事業が大阪の全市町村で開始されてから 2013 年度で丸 10 年を

迎えます。府の補助金制度から一括交付金化への変更を乗り越えながら継続実

施され、着実な成果を積み上げていることは高く評価されなければなりませ

ん。しかし一方で、取り組みの市町村格差が明らかになり、事業展開のマンネ

リ化が指摘されていることも確かです。

　改革が迫られている地域就労支援事業の現状と、PS 事業の成果を地域就労

支援事業で活かすという命題が重なって映ります。「自治体間協働」という大
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阪的伝統は、これら課題を乗り越えていく上での重要な視点といえるでしょ

う。

　なおこの原稿は、大阪府のパーソナルサポート研究会での２回にわたる報告

を整理しまとめ直したものです。

（注）

１）吉村励「部落労働者の実態」『部落解放研究』第 6 号（部落解放研究所　

1976 年 2 月）部落解放研究所労働部会「部落解放総合計画における労働

行政の現況」『部落解放研究』第 9 号（部落解放研究所　1977 年 2 月）　

２）大阪府・市町村就労支援事業推進協議会「平成 22 年度　市町村就職困難

者就労支援事業報告」（平成 23 年 8 月）より


